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Ⅰ．はじめに

わが国では、少子高齢化や経済格差の拡大、疾

病構造の変化等に伴い、現代の健康問題は複雑化

しており、従来とは異なったアプローチを必要と

している。健康日本21（第二次）は、 国民の健康

の増進の推進に関する基本方針及び目標として、

「健康寿命の延伸と健康格差の縮小」「生活習慣病

の発症予防と重症化予防の徹底」「社会生活を営む

ために必要な機能の維持及び向上」「健康を支え、

守るための社会環境の整備」「栄養・食生活、身体

活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び歯・口腔の健

康に関する生活習慣及び社会環境の改善」の5つ
を挙げている。以上の目標を達成するために、国、

都道府県、市町村等様々レベルで保健事業の実践

がなされている。これらの実践について各レベル

で成果検証を行い、現代の健康問題を改善するた

めの知見を積み上げていくことは、意義のあるこ

とだといえる。本研究では、沖縄県 A 村において

8年間にわたり実施された健康づくりプロジェク

トの実践報告とその評価を行う。

沖縄県 A 村は、人口1万人弱の農業、漁業等の

一次産業の他、豊かな自然を活かした観光業も盛

んな地域である。A村は平成20年度から平成27年
度にかけて、A 村再編交付金を活用した健康づく

りプロジェクトを琉球大学と提携して実施した。

プロジェクトの実施にあたってプロジェクトチー

ムが編成され、A 村の管理栄養士や保健師と琉球

大学の動作指導士や管理栄養士がスタッフとして

プロジェクトを実行した。プロジェクトの事業内

容は、健康教室、通信教室等の教室事業の他、運

動キャンペーンや野菜摂取キャンペーン等のイベ

ント事業、リーダー研修事業等、住民の年齢やニ

ーズ、健康に対する意識のステージに合わせた複

数事業のポピュレーションアプローチを展開した。 
また、毎週水曜に A 村全職員が健康づくりの PR
を目的として、キャンペーン T シャツを着用する

企画等も行われた。各事業のプログラムは金城ら

（2005）のプログラムを参考に、行動科学的アプロ

ーチを基礎とし、ライフスキル教育の手法を盛込

んだプログラム展開が行われた。その他の特徴と

して、運動指導に心理療法である動作療法が導入

された。プロジェクトは8年間にわたり実施され、

平成28年度にはその効果を検証することを目的と

して、住民に対して質問紙調査が行われた。本研

究では、プロジェクトの事業に参加したことのあ

る住民と一度も参加したことのない住民につい

て、生活習慣や各健康指標の比較を行うことによ

り、プロジェクトの効果について検討するととも
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に、今後の地域の健康づくりに活用できる資料を

得る事を目的とした。

Ⅱ．方法
1．調査対象

A 村健康づくりプロジェクトに参加した経験が

あり、住所が確認出来た956名に調査票を郵送し、

295名から返信が得られた（回収率30．9%）。そ

のうち、性別等に記入漏れが無かった男性80、女

性210名、計290名を参加群とした。そして、事業

に参加した経験が無い20歳以上の住民から無作為

抽出した1000名に対して調査票を郵送し、177名
から返信が得られた。（回収率17．7%）そのうち

性別等に記入漏れが無かった男性74名、女性101
名、計175名を一般群とした。

2．調査手続き

平成28年6月に調査票と返信用封筒を郵送にて

発送し、平成28年7月に回収した。調査票には、

無作為抽出により選定されたこと及び、A 村健康

づくりプロジェクトに参加した住民を対象に発送

を行ったことが記されている。また、調査で得ら

れた情報は健康づくりを推進するための資料を得

る目的で使用され、個人の秘密は厳守することが

記されている。

3．調査内容

調査内容は、基本属性、運動に関する12項目、

食生活に関する11項目、睡眠・ストレスに関する

2項目、健診受診等の健康行動に関する4項目、地

域活動に関する14項目、地域の変化に関する9項
目、ソーシャルキャピタルに関する4項目とした。

調査結果の処理は、Microsoft Excel を用いて集計

を行い、IBM SPSS．ver24を用いて統計処理を行

った。分析方法はχ2乗検定と t 検定、相関分析を

用いた。未回答の項目は欠損として扱い、分析毎

に除外した。有意水準はt検定とχ2乗検定は10%、

相関分析は5% とした。

4．プロジェクトの展開

健康日本21では、地域に働きかけることの重要

性が謳われている。A 村のプロジェクトにおいて

も、地域の健康づくりを推進する事をねらいとし、

住民参加型の事業展開が行われた。大城ら（2009）
の手法を参考に、公民館を中心とした地域活動を

行っている地域のキーパーソンと連携し、教室等

の企画には住民のニーズを取り入れた他、地域住

民の呼びかけにより参加者を募る運動キャンペー

ンの実施等、地域のネットワークの活用及びその

強化を意図した事業が展開された。Figure1は、平

成24年度から導入されたプロジェクトの戦略イメ

ージである。楠木（2010）が営利企業の成功事例

の分析を基に作成した戦略モデルを参考にしたモ

デルとなっている。コンセプトがパートナーとな

っており、従来の保健サービスを「実施する」側

と「受ける」側という関係ではなく、事業を通し

て関わる住民が、行政やプロジェクトとともに地

域の健康づくりをすすめていくパートナーとなる

ことを意図している。そして、地域同士が互いに

競い合って高め合う関係になることを目指し、各

事業を通して地域が互いに刺激を受けて高め合う

ように働きかけを行うことから、プロジェクトの

ねらいを競走とした。

またプロジェクトのスタッフが地域で自治会等

と調整をする際には、プロジェクト側からの一方

向的な提案を地域におろす、または地域からの要

望をそのまま受け入れる等の関係ではなく、両者

にとって win-win の事業となるように調整を行っ

た（Figure2）。
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Figure1　 A 村健康づくりプロジェクト戦略モデル 
島袋ら（2013）による図を一部修正

Figure2　 地域との調整方法 
島袋ら（2013）による図を一部修正
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島袋ほか：沖縄県A村における健康づくりプロジェクトの事業評価

5．事業内容

1）教室事業

a．各区健康づくり教室

地域住民を対象とした教室で、公民館等で実

施された。プロジェクト開始当初は、栄養・運

動・休養の内容を含む5回のプログラム、また

は単発のウォーキング講座の形で実施してい

た。平成24年度から地域の課題や住民のニーズ

に合わせて回数や内容を調整出来るようにし

た。さらに、子ども向けの運動や栄養講座、調

理実習等を行った「空飛ぶゴーヤープロジェク

ト」、高齢者の姿勢や痛みの改善と活性化をねら

いとした「高齢者動作法プロジェクト」、食に関

するボランティア育成として行った「食育ボラ

ンティアプロジェクト」等、発展的なプログラ

ムで様々な対象に健康教室を行った。平成20〜
27年度の期間で183回の教室を実施し、延べ

2294名の住民が参加した。

b．通信教室

通信教室では、家事や育児・仕事が忙しいと

いった時間的制約等がある住民を対象に、郵送

やメールを介した資料やモニタリングシートの

やりとりを行い、対象者の自己管理能力の育成

を図った。週に1回、または2週に1回資料が参

加者に郵送され、全8回とフォロー2回の合計10
回に及ぶ資料とシートのやりとりが行われた。

資料は、参加者が受け入れやすいように流通さ

れている雑誌のようなレイアウトや見た目を採

用した。また野菜摂取をテーマとした教室では、

参加者にレシピと一緒に野菜を送るアプローチ

も行い、野菜摂取の増加につなげることが出来

た。運動がテーマの際には、歩数計を配布して

歩数量の増加を狙う等、バリエーションの多い

通信教室が実施された。平成20〜27年度の期間

で16回実施し、258名の住民が参加した。

2）イベント事業

a）運動キャンペーン「貯歩っとレース」

ある期間の歩数を記録し、その歩数を競うイ

ベントとなっている。入賞者は健康福祉祭りで

表彰される。平成24年から各区対抗レースとし

たことにより、参加者が急増した。また、村内

の事業所対抗の部門や、A 村役場内の各課対抗

レース等の取り組みも実施した。住民に最も周

知され、人気のあった事業であった。平成20〜
27年度の期間で1086名の住民が参加した。

b）�野菜摂取キャンペーン「野菜レシピコンテ

スト」「野菜フォトコンテスト」「ジャーサラ

ダ体験」

当初は「野菜レシピコンテスト」をしていた

が、応募が少なかったため、平成24年から野菜

と一緒に写った写真を募集した「野菜フォトコ

ンテスト」に企画を変更した。野菜レシピコン

テストの際には審査を A 村職員が行っていた

が、野菜フォトコンテストでは応募された作品

を公民館や公共施設、野菜販売店等に展示し、

閲覧者が気に入った作品にシールで投票出来る

企画に変更された。これにより作品は応募せず

とも、投票するという形の参加がとれるように

なった。平成20〜27年度の期間で延べ62名の

住民が作品を応募し、延べ8050名が投票を行っ

た。また、健康福祉祭りで行ったジャーサラダ

体験は101名の住民が参加した。

c）標語キャンペーン「健康標語」「メタボ川柳」

小中学生に健康標語を作成してもらい、審査

委員会で上位に入った作品は表彰された。また、

大人向けには、「メタボ川柳」を企画し、メタボ

という深刻なイメージを明るく捉えることによ

り、メタボ改善に向き合えるようになることを

ねらいとした。平成20〜27年度の期間で延べ

1879名の住民が作品を応募した。

3) リーダー研修事業

平成24年度におけるプロジェクトのコンセプト

をパートナーづくりに変更したことをきっかけに

始まった事業だった。地域の健康づくりのリーダ

ーを育成することを目的とし、教室やキャンペー

ンに参加した住民の中で、リーダーになれるとス

タッフが判断した住民に対して呼びかけを行っ

た。健康づくりの先進地視察や、食育の資質向上

のための研修等を行った。平成24〜27年度の期間

に延べ69名の住民が参加した。

6．Precede-Proceede モデル

Precede-Proceed モデルは Green（1997）らに

よって作成されたヘルスプロモーションの企画・

実践・評価のためのモデルである。Figure3は、A
村健康づくりプロジェクトのプログラムと本研究

の質問項目を含めた Precede-Proceed モデルとな



琉球大学教育学部紀要　第91集

― 108 ―

Se
lfe

ffi
ca

cy

Se
lfe

st
ea

m

pr
ic

e

プ
ロ

モ
ー

シ
ョ

ン

し

ス
キ

ル

ス
キ

ル

Pl
ac

e

ソ
ー

シ
ャ

ル
キ

ャ
ピ

タ
ル

L

グ

Fi
gu

re
3　

本
研
究
の

Pr
ec

ed
e-

Pr
oc

ee
d
モ
デ
ル



― 109 ―

島袋ほか：沖縄県A村における健康づくりプロジェクトの事業評価

っている。

Ⅲ．結果と考察
1．基本属性

Table1は両群の年代構成、Table2は両群の身長・

体重・BMI を示した。年代構成では、参加群の男

性は一般群と比較して20代と30代が少なく、70
代と80代が多くなっていた。参加群の女性も同様

に、20代と30代が少なく、70代と80代が多くな

っていた。プロジェクトでは高齢者を対象とした

講座等も実施していたため、事業参加者に70代以

上の高齢者が多く含まれていた。以上の結果より、

参加群と一般群では年代構成に多少のばらつきが

あり、この結果も踏まえて今後の考察を行ってい

く必要がある。

1．プロセス評価における項目の比較

Table3は『前提要因』に含まれた項目の分析結

果を示した。自分にあった運動量を知っているか

等について質問した「知識」では、男性では参加

群が3項目全てにおいて有意に高くなっていた。

女性では、参加群の運動量の認識が有意に高かっ

た。運動や食の「準備状態」について、男性では

参加群が3項目全てにおいて、維持期の割合が有

意に高かった。女性では参加群の運動行動ステー

ジと野菜摂取ステージにおいて、参加群の維持期

の割合が高かった。健康講座等への参加意欲につ

いて質問した「行動（健康）への態度」につい

て、男性では2項目とも有意に高くなっていた。

女性では、参加群の健康講座やイベントへの参加

意欲が有意に高かった。健康行動を採用する自信

について質問した「自己効力感」について、男性

では参加群の運動エフィカシーが有意に高かっ

た。女性では参加群の食エフィカシーが有意に高

かった。以上のように事業に参加した群は、そう

でない群と比較して、健康づくりのための知識や

Table1　対象者の年齢構成

12.9 22.8 16.8 19.8 19.8 7.9 0.0

5

Table2　対象者の身長・体重・BMI

† χ 2検定　　†† t 検定

6.40

8.33 11.04

2.84 3.45

5.71

6.00

8.31

5.50

9.54

3.51 3.95
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態度を持っている他、健康行動の定着が維持され

ていた。さらに自己効力感についても参加群が高

くなっていた。健康づくりにおいては、運動や栄

養に関する情報提供の内容のみでは健康行動の定

着は難しく、知識とともに自己効力感や自尊心を

高めるプログラムを導入することが有効である。

本研究の事業プログラムにおいても自己効力感や

自尊心を高める内容が盛込まれており、プロジェ

クトの事業報告書によると実施した健康教室や通

信教室において自己効力感等の増加がみられた。

また対象者は異なるものの、本研究と同様のプロ

グラムを実施した金城ら（2005）の研究では、教

室で増加した自己効力感は2ヶ月後も維持されて

いた。以上より、今回の結果がプロジェクトの事

業プログラムによって導かれたものとは断定する

ことは出来ないものの、参加群に対して事業成果

が継続されていることが推察された。

次にTable4では『強化要因』に含まれた項目の

分析結果を示した。ボランティア活動等の地域に

おける各種活動の参加の有無について質問した

「資源（ターゲット）: 活動参加率」において、参

加群の男性は14項目中11項目、女性においても11

項目の参加率が有意に高くなっていた。プロジェ

クトの実施にあたっては、地域との連携、地域の

ネットワークの活用が意図されていた。本研究の

プロジェクトで事業を展開するにあたって、積極

的に地域の活動を巻き込んでいたことが結果から

わかる。また地域活動については、参加群に子育

てや仕事の影響で地域の活動に参加が少ない20代
と30代がほとんど含まれていないことも結果に影

響していると推察される。次に、身近に健康づく

りを実践している人の有無について質問した「危

機意識」について、男性と女性の参加群は身近に

健康づくりの実践者がいる割合が有意に高かった。

2．影響評価における項目の比較

Table5は『行動・ライフスタイル』に含まれた

項目の分析結果を示した。健康診断や人間ドッグ

の受診状況について質問した「健診行動」につい

て、男性では参加群における健診の毎年受診と体

重測定を毎日実施している割合が有意に高かっ

た。女性では、参加群における健診の毎年受診が

有意に高かった。ウォーキングやスポーツの実施

状況について質問した「運動行動」について、参

加群の男性はウォーキング実施率と週あたりの頻

Table3　前提要因の比較

† χ2検定　　†† t検定

59

44

19

4 9 5

45

5 15 19

1 1 5 4

114 55

19

1 4

11 15 19

5 4 4

151



― 111 ―

島袋ほか：沖縄県A村における健康づくりプロジェクトの事業評価

Table4　強化要因の比較

† χ 2検定　　†† t 検定

41

51

9

51

9

51

4 4

14

11

44 145

Table5　行動・ライフスタイルの比較

† χ 2検定　　†† t 検定

9

8

48 99 44

43 88 33

90 39

89

80

48 48 83

34 80

9

44
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度、及びスポーツ実施率が有意に高かった。参加

群の女性は、スポーツ実施率とウォーキングの週

あたりの頻度が有意に高かった。食品を選択する

際に栄養成分の表示を参考にしているか等につい

て質問した「食行動」について、参加群の男性は

主菜と副菜を含めた食事を1日2回以上摂っている

割合と、栄養成分表示を参考にしている割合が有

意に高かった。「喫煙行動」については、男女とも

に喫煙状況に有意差はなかった。「飲酒行動」につ

いては、参加群の男性はお酒の飲み過ぎに注意し

ている割合が有意に高かった。以上の結果より、

『行動・ライフスタイル』においても参加群が有意

に高い項目が多く、参加群は本人の持っている知

識やソーシャルサポート等の資源を活かして健康

行動を実践していることが示唆された。

Table6は『環境』に含まれた項目の分析結果を

示している。運動を行うための環境が整っている

かについて質問した「運動環境」では、参加群の

女性で有意に高かった。地域経済の沈滞等につい

て質問した「地域の変化」について、参加群の男

性と女性は以前よりも地域活動や交流の衰退を感

じている割合が有意に高かった。参加群はハード

面の環境は整ってきたと感じている一方で、ソフ

ト面にあたる地域活動や交流について、以前より

も活動や交流が弱くなっていると感じていること

がわかる。このハード面の整備に対して、ソフト

面が遅れている、または退行しているという状況

は A 村の抱える課題の一つだと推察され、地域再

建の必要性を示した結果となっている。

3．結果評価における項目の比較

Table7は『健康』に含まれた項目の分析結果を

示した。「ストレス」について、参加群の男性と女

性は、日常でストレスを感じることがほとんどな

い割合が有意に高かった。否定的感情得点につい

ては、有意差はみられなかった。

Table8は『生活の質（QOL）』に含まれた項目

の分析結果を示している。地域への信頼感等につ

いて質問した「ソーシャルキャピタル」につい

て、参加群の男性は地域への信頼感、地域の互酬

性、地域への愛着、地域住民の評価の4項目全て

において有意に高かった。参加群の女性は、地域

への信頼感、地域への愛着、地域住民の評価の3項
目について有意に高かった。この結果より、地域

の各種活動に積極的であった参加群は、一般群と

比較してソーシャルキャピタルが高いことが示さ

れた。

健康関連行動は、対象者の社会的ネットワーク

や暮らしているコミュニティ、社会のありような

ど社会環境要因の影響を受けている。健康行動を

規定する社会的決定要因の1つとして、ソーシャ

ルキャピタルが注目されている。ソーシャルキャ

ピタルは「社会的なつながりとそこから生まれる

規範・信頼であり、効果的に協調行動へと導く社

会的組織の特徴」（Putnum1993）等と定義される。

ソーシャルキャピタルは様々な健康指標との間に

関連がみられることから、近藤（2010）はソーシ

ャルキャピタルを豊かにすることにより、人々の

健康水準を上げるという新たな予防戦略の可能性

について言及している。そのソーシャルキャピタ

ルが健康に影響を及ぼす経路として4つあり、1つ
はソーシャルキャピタルそのものが健康に望まし

い行動を促すこと、2つ目が近隣住民のまとまりの

良さがが健康に良い方向に働くこと、3つ目が心理

社会的な経路からの影響があること、4つ目に州レ

ベルの政策を介した影響があるとされている。本

研究の結果からは、参加群はソーシャルキャピタ

ル関連指標が高く、かつ食行動や運動行動、健診

行動等、健康関連行動が高かった。そして、地域

の各種活動に積極的に参加していた。Table9、
Table10は本研究における対象者のソーシャルキ

ャピタルと自己効力感等の相関を示したもので、

男女ともにソーシャルキャピタルと健康指標の間

に有意な相関がみられた。この結果からも、地域

への信頼や愛着がある住民は自己効力感や行動ス

テージが上位にあり、ストレスへの対処スキルも

高い傾向が推察される。プロジェクトの実施にあ

たっては、地域に働きかけながら、また地域住民

参加型の事業展開が行われた。本研究では、プロ

ジェクトの実施プロセスが参加群のソーシャルキ

ャピタルを醸成したかについては明らかに出来て

いないものの、今回の結果は予防戦略の1つとし

てソーシャルキャピタルを高めていくポピュレー

ションアプローチの有効性を示す結果といえる。

また、ソーシャルキャピタルを高めるうえで、現

在地域で行われている各種活動への参加を促進す

ることの重要性も示した結果となった。
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Ⅳ．まとめ

本研究では、食生活や運動、ソーシャルキャピ

タル等の項目について、A 村健康づくりプロジェ

クトの事業参加者と、事業に参加していない住民

の比較を行った。Precede-Proceed モデルにおけ

る、知識や態度、自己効力感等の『前提要因』、各

種活動参加率や身近な健康づくり実践者の存在に

ついて調べた『強化要因』、健診活動や食、運動行

動等の『健康・ライフスタイル』、地域の変化や運

動のための環境整備等について評価した『環境』、

ストレスの状況について調べた『健康』、そしてソ

ーシャルキャピタルの評価を行った『生活の質

Table7　健康の比較

† χ 2検定　　†† t 検定

45 51

Table8　生活の質（QOL）の比較

† χ 2検定　　†† t 検定

19

5 11

11

1 14 9

4

1 11

11

Table6　環境の比較

† χ 2検定　　†† t 検定

11 5

95

1 4

9 4

5

9 14 5
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（QOL）』、全ての段階において参加群は有意に高い

項目が多くみられた。本研究は、事業に参加した

住民で構成される参加群と、事業に参加していな

い住民を無作為抽出した一般群の比較を行ってい

ること、また参加群と一般群で年代構成が異なる

という課題があり、今回の結果がプロジェクトの

事業効果による差だと断定するのは難しい面もあ

る。しかし、地域活動を行っている住民を巻き込

みながら健康づくり推進を試みたプロジェクトの

ねらいや、知識だけではなく自己効力感や自尊心

にもアプローチを行った事業プログラムは、今回

の参加群の結果に反映されていると推察され、過

去の研究結果からも事業成果が継続されている可

能性は高く、A 村健康づくりプロジェクトの実践

は有効だったといえる。そして、ソーシャルキャ

ピタルと健康指標の相関関係の結果から、プロジ

ェクトが実践してきたような地域に働きかけるポ

ピュレーションアプローチの重要性を示す事も出

来た。

健康格差の拡大等に代表される現代の健康問題

は、経済的資源の差や生活環境が関わっており、

より複雑なものとなっている。今後は、地域活動

や地域のネットワーク等の地域が持つポジティブ

な資源を以て健康格差の是正や健康増進をはかる

Table9　ソーシャルキャピタルと健康指標の相関（男性）

Spearman の順位相関分析

8

4

8

4

8

4

8

4

Table10　ソーシャルキャピタルと健康指標の相関（女性）

Spearman の順位相関分析

8

4

8

4

8

4

8

4
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戦略と、その実践プログラムの構築等について研

究を重ねていきたい。
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